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（the duty of disclosure）４）の根拠は如何に説明されているのであろうか。イギリ
スの保険法に関する文献において開示義務が説明される際に，必ずと言ってよ































































































り，また Colinvaux は Rozanes v. Bowen 事件におけるスクラットン裁判官
（Scrutton L. J.）の言１４）を引用し，「保険者（underwriters）に対して，質問され
ることなしに全ての重要な事情を完全に開示することは，保険に加入すること
８）保険契約の善意契約性および開示義務に関して，Carter v. Boehm 事件以後からM. I. A.
が制定されるに至る経緯については，前掲の拙稿，６７－７０頁においてその大略を述べた。
９）Julian Hill ed., O’may on Marine Insurance, London,１９９３, p.３７, Nicholas Legh-Jones et al.
eds., MacGillivray on Insurance Law,１０th ed., London,２００３, par.１７－１.
１０）D. Rhidian Thomas ed., The Modern Law of Marine Insurance, London,１９９６, p.２７, Robert
Merkin, Marine Insurance Legislation, London,２０００, p.１４.
１１）Robert Merkin ed., Colinvaux’s Law of Insurance,７th ed., London,１９９７, par.５－０２, Legh-
Jones, op. cit., par.１７－６, Jonathan Gilman, Arnould’s Law of Marine Insurance and Average,
１６th ed., vol.Ⅲ,１９９７, London, par.５７９AA.
１２）拙稿「最大善意の原則の生成（一）」『松山大学論集』第１４巻第２号，１０６－１０７頁。
１３）Legh-Jones, op. cit., par.１７－２.（傍点筆者）
１４）（１９２８）３２Ll. L. R.９８, at p.１０２.




































１５）Merkin, op. cit.（Colinvaux）, par.５－０１.（傍点筆者）
１６）拙稿「大正・昭和期の告知義務論（二）」『松山大学論集』第１７巻第４号，２８－３０頁。





























Cf. R. Davis,“The Origin of the Duty of Disclosure under Insurance Law”, Insurance Law
Journal,１９９１,４,７１, at pp.７２－７３, Howard Bennett,“Mapping the doctrine of utmost good
faith in insurance contract law”, Lloyd’s Maritime and Commercial Law Quarterly,１９９９,１６５,
at pp.１８５－１８６.
２０）Davis, op. cit., p.７４, Semin Park, The Duty of Disclosure in Insurance Contract Law,
Hampshire,１９９６, p.２０.
























２１）Davis, op. cit., pp.７４－７５, Park, op. cit., p.２０.
２２）しかし，現在（１９９５年以降）イギリスにおいては，開示義務違反の要件としてこの誘因
（inducement）が求められることとなっている。Cf. Pan Atlantic Insurance Co. v. Pine Top
Insurance Co.［１９９５］１A. C.５０１.




















２５）Ibid., p.７７, Park, op. cit., p.２１, Bennett, op. cit., p.１８７.
２６）先の論稿（「最大善意の原則の生成（二・完）」，６９頁）において私は，「１８７０年の Harrower
v. Hutchinson 事件において，既に“uberrim fidei”という語が使われているために，遅く
とも１９世紀末葉には，保険契約は単に『善意』の契約ではなく，『最大善意』の契約であ
るということが，裁判所によって認識されていたのではないかと思われる」と述べたが，
それよりもさらに溯って，１８世紀末の１７９８年における Wolff v. Horncastle 事件［（１７９８）１
Bos. & Pul.３１６，１２６Eng. Rep.９２４］において既に“uberrim fidei”という語が使用されて
いたことが指摘されている。Cf. Legh-Jones, op. cit., p.４０９, fn.１.
本件においてブラー裁判官（Buller J.）は，“… we are construing a contract uberrim fide ;
viz. a policy of insurance”と述べている。（１２６Eng. Rep.９２４, at p.９２８.）“Uberrim fidei”
とは，言うまでもなく「最大善意」を意味するラテン語であり，このことからも最大善意
の原則がローマ法にその起源を有するということが推察される。














































２８）M. I. A.は，重要性の判断基準としてこの慎重な保険者基準（prudent insurer test）を採用
しているが，通常の保険申込者は，慎重な保険者が何を重要と判断するか分からないため
に，この基準は被保険者側に過重な負担を強いるものであると指摘されている。Cf. Park,
op. cit., p.８３. なお，告知ないし開示義務において，誰の判断を重要性の基準とするかと
いう問題についての考察は別稿に委ねることとする。







３０）Bennett, op. cit., p.１７１.
３１）Ibid., p.１７２.
１３８ 松山大学論集 第１８巻 第２号
意の原則を一般的に述べたものであり，続く第１８条の開示義務は，これを特
に具体的に規定したものであると理解されている。例えば，C. T. I. v. Oceanus



































































































イズ S. G.証券は１９８１年まで使用された。M. I. A.付則の保険証券解釈規則によれば，「保
険の目的物が“lost or not lost”という条件で保険に付けられた場合において，損害が契約
締結前に発生していたときは，契約締結の時に被保険者が損害発生の事実を知り保険者が
これを知らなかったのでない限り，危険は開始する」のであり，さらにM. I. A.の第６条







ては，新証券に対応した協会貨物約款（Institute Cargo Clauses   ）が，実質的にロ




























































４６）Sidney Preston and Raoul Colinvaux, The Law of Insurance, London,１９５０, p.５.























































































































































４７）C. Bennett, Dictionary of Insurance,２nd ed., London,２００４, p.１７, 木村栄一監訳『保険辞
典』財団法人損害保険事業総合研究所，１９９６年，２２頁。また，イギリス法を継受したア
メリカにおいても，保険契約が射倖契約であることは認められている。たとえば，Edwin
Patterson, Essentials of Insurance Law,２nd ed., New York,１９５７, p.６２においては，「保険契
約特有の法的側面の多くは，それが，実定契約（commutative contract）とは区別された射
倖［契約］であるという事実から生じている」と述べられており，またWilliam Vance,
Handbook on the Law of Insurance,３rd ed., St. Paul,１９５１, p.９３では，「保険は博契約では
なく，射倖契約である」と述べられている。Black’s Law Dictionary（８th ed.）においても，
“aleatory contract”の項目において保険契約がその例として挙げられている（p.３４２）。
４８）Michael Mustill and Jonathan Gilman, Arnould’s Law of Marine Insurance and Average,１６th
ed., vol.Ⅱ,１９８１, London, par.６２７.
















（Chalmers）は，第１８条第２項を規定するに際して，Rivaz v. Gerussi 事件５１）










５１）（１８８０）６ Q. B. D.２２２.
５２）（１８８５）１５ Q. B. D.３６８.





























































































年の Carter v. Boehm 事件においてであるが，この事件は，城塞が外敵に占領される損害に
備えるための保険，すなわち損害保険に関わる事件であり，この時点において，その保険
取引が近代的合理性に基づいて行われていたとは言い難い。爾来，１９０６年にM. I. A.の第
１７条において最大善意の原則が明確に規定される段階を経て，２００年以上に渡り，現在に
至るまで保険契約が善意ないし最大善意の契約であるとする原則は墨守され続けている。
しかし，近代的保険が行われている現代のイギリスにおいては，危険測定説も妥当するも
のと思われる。
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